
補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終
期

 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７～９年度 計

円 円 円

225,891,413 227,729,645 0 0 0 453,621,058

交付金 75,000,000 68,585,000 0 0 0 143,585,000

市町村費等 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

運用益 0 45,499 0 0 0 45,499

計 75,000,000 68,630,499 0 0 0 143,630,499

0 75,045,499 0 0 0 75,045,499

75,000,000 68,585,000 0 0 0 68,585,000

補 助 事 業 の 成 果
及 び 評 価 並 び に
地 域 住 民 へ の 周 知
の 実 施 状 況

事 業 の 改 善 措 置
及 び 今 後 の 対 応

事業評価に際しての第
三者機関の活用の有無

高校３年生相当年齢までのこどもの入院、通院に係る医療費の助成

令和３年度から令和９年度まで

事業費及び交付金額

　令和４年度実績は、受給資格者証交付率99.92％、助成件数106,902件となり、高い
交付率を維持している。今後も交付率維持のために制度周知により一層取り組んでい
く。
　本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を、市ホームペー
ジ、窓口で配布するチラシに記載し、本事業に係る地域住民への周知を図っている。

高い受給資格者証交付率を目標に広報誌などにより制度の周知に努め、疾病の早期発
見・治療につなげていきたい。

　無

基
金
造
成
額

事業費

基金処分額

基金残額

　裾野市では子育て支援・少子化対策の施策のひとつとして、「こども（乳幼児）医
療費受給資格者証」を交付し、こども（乳幼児）の医療費助成を行っている。
　当事業の遂行によって、経済的側面から子育て世代の医療機関へのアプローチを容
易にさせ、早期の受診によって重篤化を防ぎ、全体の医療費の低減に寄与すると共
に、子ども（乳幼児）の健康な成長に寄与する。
・受給資格者証交付率：99.92％（令和4年度）
・毎年度申請のため交付率99.90％を維持する。

　　付紙様式第２

事　業　評　価　書

東富士演習場関連特定事業（医療に関する事業：こども医療費助成事業）

　裾野市長

　各医療機関



　　付紙様式第２

補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７～９年度 計

円 円 円 円 円 円

95,694,470 92,060,300 0 0 0 187,754,770

交付金 75,000,000 68,586,000 0 0 0 143,586,000

市町村費等 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

運用益 0 45,500 0 0 0 45,500

計 75,000,000 68,631,500 0 0 0 143,631,500

0 75,045,500 0 0 0 75,045,500

75,000,000 68,586,000 0 0 0 68,586,000

補 助 事 業 の 成 果
及 び 評 価 並 び に
地 域 住 民 へ の 周 知
の 実 施 状 況

事 業 の 改 善 措 置
及 び 今 後 の 対 応

事業評価に際しての第
三者機関の活用の有無

予防接種法に基づく予防接種を実施

令和3年度から令和9年度

事　業　評　価　書

東富士演習場関連特定事業（医療に関する事業：予防接種事業）

裾野市長

市内医療機関

　裾野市では第2次裾野市母子保健計画に基づき、乳幼児・児童・生徒に対する定期予防接種の費用
を公費で負担している。
　予防接種費用の公費負担を行うことにより、接種率の向上が図られ、感染症への罹患及び重症化
の防止が図られる。

（目標値）
・ＢＣＧ予防接種率　98％
・ＭＲ1期予防接種率　100％
・二種混合予防接種率　83％
・四種混合追加予防接種率　100％
・ＭＲ2期予防接種率　97％

事 業 費 及 び 交 付 金 額

事業費

基
金
造
成
額

基金処分額

基金残額

　令和４年度実績は次のとおりとなった。
・ＢＣＧ予防接種率　103％
・ＭＲ1期予防接種率　91％
・二種混合予防接種率　66％
・四種混合追加予防接種率　93％
・ＭＲ2期予防接種率　95％
 各種の予防接種は、前年度までの接種対象者で未接種者を含んで今年度の接種実績とするため、接
種率が100％を超える場合がある。
　今後も未接種者に対する個別通知などを行い、制度をより一層周知していく。

　本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を市ホームページ、すその子育て
応援アプリ、各種案内通知に記載し、本事業に係る地域住民への周知を図った。

　接種率の向上を図るため、市ホームページ等により制度の周知に努めるとともに、医療機関と連
携した安全な事業の推進により、感染症の予防、重症化の防止につなげていきたい。

　無






